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用語解説-１ 

 
  

ア 大阪建築物震災 大阪府、府内の市町村、建築団体、事業者団体により、府内の建築物等の耐

対策推進協議会 震対策を推進するために設立された協議会。

カ 活断層 最近の地質時代（第四世紀：約２００万年前から現在）に繰り返し活動し、

将来も活動することが推定される断層のこと。（断層：岩体または地質が、

剪断
せんだん

破壊により相対的にずれ、食い違いが生じる現象のこと）

基本方針 耐震改修促進法第４条に定められている「建築物の耐震診断及び耐震改修の

促進を図るための基本的な方針」で、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進

に関する基本的な事項、目標設定、技術上の指針、啓発及び知識の普及、都

道府県耐震改修促進計画の策定に関する事項を定めている。

旧耐震基準 昭和５６年６月１日の耐震基準の見直し以前に用いられた耐震基準。阪神・

淡路大震災では、旧耐震基準による建築物の被害が顕著であった。

緊急輸送路 災害発生時に救助・救急、医療、消火並びに緊急物資の輸送等を迅速かつ的

確に実施するために本計画で位置づけられている道路。

居住住宅数 通常（日常）人が住んでいる住宅のことで、空家や一時居住者住宅（通常居

住している者がいない住宅）は除く。

建築物の耐震改 阪神・淡路大震災の教訓をもとに平成７年１２月２５日に「建築物の耐震改

修の促進に関す 修の促進に関する法律（耐震改修促進法）」が施行され、新耐震基準を満た

る法律 さない建築物について耐震診断や改修を進めることとされた。さらに、改正

耐震改修促進法が平成１８年１月２６日に施行された。大規模地震に備えて

学校や病院などの建築物や住宅の耐震診断・改修を早急に進めるため、数値

目標を盛り込んだ計画の作成が都道府県に義務付けられた。また、市町村に

は、作成の努力義務が課せられた。さらに東日本大震災を受け、平成２５年

１１月２５日に施行された改正耐震改修促進法では、病院、店舗、旅館等の

不特定多数の方が利用する建築物及び学校、老人ホーム等の避難に配慮を必

要とする方が利用する建築物のうち大規模なものや、都道府県等が指定する

避難路沿道建築物等について、耐震診断を行い報告することを義務付けし、

その結果を公表することとしている。また、耐震改修を円滑に促進するため

に、耐震改修計画の認定基準が緩和され、対象工事が拡大され新たな改修工

法も認定可能となり、容積率や建ぺい率の特例措置が講じられた。

サ 住宅・土地統計 我が国の住宅に関するもっとも基礎的な統計調査。住宅及び世帯の居住状況

調査 の実態を把握し、その現状と推移を、全国及び地域別に明らかにすることを

目的に、総務省（旧総務庁）統計局が５年ごとに実施している。
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用語解説-２ 

 

 
 

サ 新耐震基準 現行の耐震基準（新耐震基準）は、昭和５６年６月１日に導入された。この

新耐震基準は、建築基準法の最低限遵守すべき基準として、建築物の耐用年

数中に何度か遭遇するような中規模の地震（震度５強程度）に対してはほど

んど損傷を生じず、極めてまれに遭遇するような大地震（震度６強から震度

７程度）に対しては、人命に危害を及ぼすような倒壊等の被害を生じない

ことを目標としている。

震度 震度とは、ある場所の地震動の強さを、体感、周囲の物体や建造物への影響

などに基づき、いくつかの段階に分けて数値で示したもの。我が国では以前

は気象台職員の体感によって決定していた震度を、１９９６年４月の見直し

により、計測震度計で観測した計測震度によるものと定義され、０～７の８

階級であった震度のうち５および６が細分化され、５弱、５強、６弱、６強

となり、現在の１０階級となっている。

地震ハザードマ 建築物の所有者等の耐震化に対する意識啓発を図るため、発生のおそれのあ

ップ る地震の概要と地震による危険性の程度等を記載した地図のこと。地震によ

る揺れやすさの程度を示した「揺れやすさマップ」と、地震発生時における

建物被害の程度を示した「建物被害マップ」の２種類がある。

総合計画 市の現状と背景をふまえて、将来のまちづくりのための課題を検討し、まち

づくりの目標と、これを実現するために施策の基本的な方向を示すもの。

タ 耐震診断 住宅や建築物が地震に対してどの程度被害を受けるのかといった地震に対す

る強さ、地震に対する安全性を評価すること。

耐震改修 地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改築、修繕もしくは模様替

え又は敷地の整備をすること。

耐震性がある 大地震に対し、新耐震基準と同じレベルの耐震性能を持つこと。耐震性のあ

る建物は、ごくまれに発生する大地震に対しても倒壊の恐れが少ないと考え

られる。

耐震化率 すべての建物のうちの、耐震性のある建物（新耐震基準によるもの、耐震診

断で耐震性ありとされたもの、耐震改修を実施したもの）の割合。

耐震化率＝新耐震基準の建物＋耐震診断で耐震性ありの建物＋耐震改修済の建物
　　　　　　　　　　　　　　　すべての建物

耐震シェルター 住宅内の一部に木材や鉄骨で強固な箱型の空間（シェルター）を作り、安全を

確保するもの。
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用語解説-３ 

 
 

タ 中央防災会議 内閣総理大臣を会長とし、防災担当大臣や防災担当大臣以外の全閣僚、指定

公共機関の長、学識経験者からなる会議。防災基本計画、地域防災計画、非

常災害の際の緊急措置に関する計画等の作成及びその実施の推進、防災に関

する重要事項の審議や内閣総理大臣及び防災担当大臣への意見の具申などを

主な役割とする。

地域防災計画 地震や風水害などの大きな災害の発生に備え、災害の予防や災害が発生した

場合の応急対策、復旧対策を行うため、「災害対策基本法」に基づき、地方

公共団体等が処理すべき防災上の義務や事務を定めた計画。

特定行政庁 建築主事を置く市町村の区域においては当該市町村の長をいい、その他の市

町村の区域については知事をいう。本市では大阪府知事をいう。

特定既存耐震 耐震改修促進法で定められている学校・病院・ホテル・事務所等、多数の者

不適格建築物 が利用する一定規模以上の建築物、一定数量以上の危険物の貯蔵場又は処理

（民間） 場の用途に供する建築物や本計画に記載された緊急輸送路を閉塞させるおそ

れのある建築物のこと。

マ マグニチュード 震源域の大きさを表す指標。震源域から発生する地震波のエネルギーに関連

した量で、M（マグニチュード)が２異なるとエネルギーは１０００倍異る。

学術的には複数のマグニチュードの規定が存在するが、我が国で一般的に使

用されているのは、主に気象庁マグニチュードと呼ばれている。
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震度階

震度    ゆれの状況

0 ・人はゆれを感じない

1 ・屋内にいる人の一部が、わずかなゆれを感じる

2 ・屋内にいる人の多くがゆれを感じる

・つり下がった電灯などがわずかにゆれる

3 ・屋内にいる人のほとんどがゆれを感じる　

・棚にある食器類が音を立てることがある

・電線が少しゆれる

4 ・かなりの恐怖感がある　

・電線が大きく揺れ、歩いている人もゆれを感じる

・つり下げてある物は大きくゆれ、棚にある食器類は音を立てることがある

５弱 ・棚にある食器類、書棚の本が落ちることがある

・窓ガラスが割れることがある　　

・電柱が揺れているのがわかる

５強 ・多くの人が行動に支障を感じる　　

・自動車の運転が困難になる

・タンスなどの重い家具や自動販売機が倒れることがある

６弱 ・立っていることが困難になる　

・壁のタイルや窓ガラスが破損、落下する

・耐震性の低い住宅では、倒壊するものがある

６強 ・はわないと動くことができない　

・固定していないと家具のほとんどが移動、転倒する

・耐震性の高い住宅でも、壁や柱が損壊するものがかなりある

7 ・自分の意思で行動できない　

・ほとんどの家具が移動し、飛ぶものもある

・耐震性の高い住宅でも傾いたり、大きく損壊することがある



 

52 

 

表－1 多数の者が利用する一定規模以上の建築物 

○特定既存耐震不適格建築物（民間）の要件一覧表 

用 途 
特定既存耐震不適格 

建築物（民間）の要件 

指示対象となる特定既存耐震

不適格建築物（民間）の要件 

耐震診断義務付け 

対象建築物の要件 

学
校 

小学校、中学校、中等教育学

校の前期課程若しくは特別

支援学校 

階数２以上かつ 1,000 ㎡以上

※屋内運動場の面積を含む。 

階数２以上かつ 1,500 ㎡以上 

※屋内運動場の面積を含む。 

階数２以上かつ 3,000 ㎡以上

※屋内運動場の面積を含む。 

上記以外の学校 階数３以上かつ 1,000 ㎡以上   

体育館 

（一般公共の用に供されるも

の） 

階数１以上かつ 1,000 ㎡以上 階数１以上かつ 2,000 ㎡以上 階数１以上かつ 5,000 ㎡以上

ボーリング場、スケート場、水

泳場その他これらに類する運

動施設 

階数３以上かつ 1,000 ㎡以上 階数３以上かつ 2,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上

病院、診療所 

劇場、観覧場、映画館、演芸場 

集会場、公会堂 

展示場 

卸売市場   

百貨店、マーケットその他の物

品販売業を営む店舗 

階数３以上かつ 2,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上

ホテル、旅館 

賃貸住宅（共同住宅に限る）、寄

宿舎、下宿 

  

事務所 

老人ホーム、老人短期入所施

設、福祉ホームその他これらに

類するもの 

階数２以上かつ 1,000 ㎡以上 階数２以上かつ 2,000 ㎡以上 階数２以上かつ 5,000 ㎡以上

老人福祉センター、児童厚生施

設、身体障害者福祉センターそ

の他これらに類するもの 

幼稚園、保育所 階数２以上かつ 500 ㎡以上 階数２以上かつ 750 ㎡以上 階数２以上かつ 1,500 ㎡以上

博物館、美術館、図書館 階数３以上かつ 1,000 ㎡以上 階数３以上かつ 2,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上

遊技場 

公衆浴場 

飲食店、キャバレー、料理店、ナイ

トクラブ、ダンスホールその他こ

れらに類するもの 

理髪店、質屋、貸衣装屋、銀行そ

の他これらに類するサービス業

を営む店舗 

工場（危険物の貯蔵場又は処理

場の用途に供する建築物を除

く。） 

  

車両の停車場又は船舶若しくは

航空機の発着場を構成する建築

物で旅客の乗降又は待合の用に

供するもの 

階数３以上かつ 2,000 ㎡以上 階数３以上かつ 5,000 ㎡以上

自動車車庫その他の自動車又

は自転車の停留又は駐車のた

めの施設 

保健所、税務署その他これらに

類する公益上必要な建築物 

危険物の貯蔵場又は処理場の

用途に供する建築物 

政令で定める数量以上の危険物

を貯蔵又は処理するすべての建

築物 

階数１以上かつ 500 ㎡以上 階数１以上かつ 5,000 ㎡以上

で敷地境界線から一定距離以内

に存する建築物 
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表－２ 一定数量以上の危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物 

１．特定既存耐震不適格建築物（民間）の要件 

以下の表の数量以上の危険物の貯蔵場又は処理場の用途に供する建築物が特定既存

耐震不適格建築物（民間）に該当します。 

２．指示対象となる特定既存耐震不適格建築物（民間）の要件 

床面積の合計が５００㎡以上でかつ以下の表の数量以上の危険物の貯蔵場又は処理

場の用途に供する建築物が指示対象となります。 

 

 
  

危 険 物 の 数 量

① 火薬類（法律で規定）

イ 火薬     １０ ｔ

ロ 爆薬        ５ t

ハ 工業雷管及び電気雷管     ５０万個

ニ 銃用雷管  ５００万個

ホ 信号雷管     ５０万個

ヘ 実砲     　５万個

ト 空砲     　５万個

チ 信管及び火管     　５万個

リ 導爆線   ５００km

ヌ 導火線   ５００km

ル 電気導火線 　    ５万個

ヲ 信号炎管及び信号火箭        ２ t

ワ 煙火        ２ t

カ その他の火薬を使用した火工品     １０ｔ

その他の爆薬を使用した火工品        ５ t

② 消防法第２条第７項に規定する危険物  危険物の規制に関する政令別表第三の指

 定数量の欄に定める数量の１０倍の数量

③ 危険物の規制に関する政令別表第４備考第６号に規定  可燃性固体類３０ t

する可燃性固体類及び同表備考第８号に規定する可燃  可燃性液体類２０㎥

性液体類

④ マッチ  ３００マッチトン　（※）

⑤ 可燃性のガス（⑦及び⑧を除く。） 　 ２万㎥

⑥ 圧縮ガス  ２０万㎥

⑦ 液化ガス  ２，０００ t

⑧ 毒物及び劇物取締法第２条第１項に規定する毒物又は  毒物   ２０ t

同条第２項に規定する劇物（液体又は気体のものに限  劇物２００ t

る。）

（※）マッチトンはマッチの計量単位。１マッチトンは、並型マッチ（５６×３６×１７ｍｍ）で

７，２００個、約１２０ｋｇ。

危 険 物 の 種 類
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図－１ 本計画に記載された緊急輸送路を閉塞させるおそれのある建築物 

１．特定既存耐震不適格建築物（民間）の要件 

緊急輸送路を閉塞させるおそれのある建築物は、前面道路の幅員と建物の高さの関係

で決まり、次の要件に該当した場合、特定既存耐震不適格建築物（民間）に該当します。 

 

      

①　前面道路の幅員（L）が１２ｍを超える場合

　　建築物の高さが前面道路の全幅員の１／２を超

　える場合は特定建築物に該当します。

　　

②　前面道路の幅員（Ｌ）が１２ｍ以下の場合

　　幅員が１２ｍ以下の道路の場合については、

　幅員の大小にかかわらず、敷地境界線上の高さが

　６ｍを超える建築物は特定建築物に該当します。

有効幅員

基準地点 境界線

45°

境界線

Ｌ／２

Ｌ

歩
道
等

歩
道
等

高さＨ
特定

建築物

基準地点

境界線

45°

境界線

６ｍ

高さＨ
特定

建築物

Ｌ=８ｍの場合

敷地境界線上の高さを６ｍに固定

建築物の高さが前面道路の全幅員の１／２を

超える場合は特定既存耐震不適格建築物（民間）

の要件に該当します。 

幅員が１２ｍ以下の道路の場合については、

幅員の大小にかかわらず、敷地境界線上の高さ

が６ｍを超える建築物は特定既存耐震不適格建

築物（民間）の要件に該当します。 

特定既存

耐震不適格

建築物 

特定既存

耐震不適格

建築物 
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図－２ 緊急輸送路 

                

広域緊急交通路
地域緊急交通路（国道・府道）
地域緊急交通路（市道等）

170

310

170

371

旧170

旧170

170

310

310
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表－３ 緊急輸送路-1 

 
 

  

番号 路線名等 起点 終点

A 国道１７０号 天野町１０３５ 市町１１２２

B 　　（旧）１７０号 天野町１０３５ 汐の宮町２２

松ヶ丘東町１４９４ 本町３６－２

本町３１５－８ 石見川５３２－２

D 　　３７１号 長野町２０－４ 天見１３４５－１

E 　　３７１号バイパス 石仏１０８３－２ 上原西町１４２２

錦町３００ 高向９１０－５

高向３３５－４ 日野７７６－２

滝畑１６０ 滝畑２５３－９

G 　　堺かつらぎ線 滝畑２４７ 滝畑１５８７－４

木戸３丁目９３３－１５ 松ヶ丘東町１３１６－４

桐ヶ丘１８６４ 小山田町５４５８ー９

I 　　東阪三日市線 三日市町２４０－２ 寺元１２９－４

鳩原３３０ 鳩原３４８－２

小深１１６－２ 小深１９１－２

K 　　中津原寺元線 鳩原８５２－２ 鳩原１０９６

L 　　加賀田片添線 西片添町７３ 加賀田１４８２－２

M 　　大野天野線 下里町８０１ 下里町４５９－２

1 市道貴望ヶ丘病院住宅線 楠町西８５０－２ 木戸町６７７－１

2 　　貴望ヶ丘小山田線 千代田台町８２９－２ 小山田町２３０２

3 　　野作赤峯下里線 西之山町１１６６ 小山田町２６４９－１５４

4 　　原町狭山線 原町４７３－４ 小山田町５４５８－１

5 　　野作向野線 野作町９６２ 向野町４９６

6 　　西代２号線 西代町７４６－４ 西代町７７１－１０

7 　　サニータウン１号線 小山田町２５２７－１ 小山田町２３６４－４

8 　　小山田東峰３号線 小山田町１７６９－１ 小山田町１８４８

9 　　松ヶ丘小山田広野線 楠町西１０８５－３ 小山田町２５２８－４

10 　　千代田松ヶ丘線 楠町西５５８１－３ 楠町西１０５５－３

11 　　柳風台１号線 市町１７１７－１ 市町１４１５－５

12 　　柳風台５号線 市町１４１５－１０ 市町１４４２－４

13 　　木戸鳴尾線 市町１４４１－２ 木戸町６７７－２

14 　　汐の宮滝谷１号線 汐の宮町３１５ 千代田南町６３２－９

15 　　汐の宮３号線 汐の宮町９０－１１ 汐の宮町１６６

16 　　汐の宮７号線 汐の宮町５８－１ 汐の宮町５１－２

17 　　市町向野線 市町６９９－２ 向野町７６４

18 　　千代田駅前自転車駐車場線 木戸町４０１－４ 木戸町４０３－３

19 　　西の山原線 原町５４５－１ 原町５５９－５

20 　　野作台４号線 原町３９６－３ 原町８４０

21 　　門前下里１号線 天野町９８５－６ 下里町９１２－１

22 　　東谷線 下里町６１０－２ 下里町６７０－１

23 　　下里口上条線 下里町２９１－３ 天野町３１９－２

24 　　天野下里１号線 下里町２６８－４ 下里町３４０

25 　　広野団地１号線 小山田町１４６－２ 小山田町１１７－３

26 　　グリーンヒルズ１号線 旭ヶ丘２５９－６９９ 旭ヶ丘１－１２１

27 　　天野山日野線 天野町１００９－１ 日野１４６２－１

　　３１０号

府道河内長野かつらぎ線

　　富田林泉大津線

　　河内長野千早城跡線

C

F

H

J
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表－３ 緊急輸送路-2 

 
 

 

番号 路線名等 起点 終点

28 　　天野滝畑線 天野町１４３６－２ 滝畑２３６－２

29 　　堂村１号線 滝畑４８３－１７ 滝畑５４３－３

30 　　東の村線 滝畑５８４－５ 滝畑２０１２－１

31 　　中村西の村線 滝畑１９７３－３ 滝畑１７６９

32 　　三日市高向線 上田町１４７ 上田町７９４－１１

33 　　高向８号線 高向９１２－４ 高向３２８－２

34 　　上田３号線 上田町１７１－２ 上田町１３０

35 　　上田８号線 上田町９８－９ 上田町１０２－２

36 　　長野小塩線 上田町１５０ 上田町１４８

37 　　三日市１号線（楠ヶ丘内道路含む） 三日市町１１４１－２ 楠ヶ丘１９２４－２８０

38 　　三日市２号線 三日市町２３１－６ 三日市町２２０－１

39 　　三日市喜多線 三日市町１１２２－１ 喜多町１０８－１

40 　　喜多６号線 喜多町１９８－２ 喜多町１０４－４

41 　　原町喜多線 喜多町９９－２ 喜多町５８－３

42 　　河合寺竜泉寺線 河合寺６００－１ 末広町６２４

43 　　楠翠台１号線 喜多町５７－１ 大師町８５－１

44 　　楠翠台２号線 大師町８５－９８ 大師町８５－２５４

45 　　楠台１号線 河合寺２７４－４ 日東町６２３－６８３

46 　　楠台２号線 日東町６２３－６２３ 日東町６２３－８８

47 　　楠台４号線 三日市町５６０－１５ 日東町６２３－６３５

48 　　楠台２１号線 日東町６２３－８９ 日東町６２３－９５

49 　　清見台１号線 三日市町５５６－４ 清見台２丁目９

50 　　清見台美加の台線 清見台５丁目４－１ 美加の台２丁目９７４－２９

51 　　美加の台１号線 石仏１８７－１ 美加の台１丁目１１６２－１２０

52 　　美加の台２号線 美加の台１丁目３５－７１ 美加の台２丁目９７４－５４

53 　　美加の台６号線 美加の台５丁目２３９－４１１ 美加の台６丁目２３９－３２

54 　　美加の台４５号線 美加の台２丁目９７４－３１３ 美加の台２丁目９７４－４２５

55 　　美加の台４９号線 美加の台２丁目９７４－３１３ 美加の台２丁目９７４－２９２

56 　　片添美加の台線 中片添町１２９４ 美加の台１丁目１－１８

57 　　三日市青葉台線 三日市町３３－１ 片添町１１２４－１

58 　　小塩青葉台線 高向２２０１－１３ 石仏１１２２－１

59 　　青葉台２号線（学校進入路含む） 北青葉台７６８－１９４ 北青葉台７６８－１２８

60 　　青葉台ハイツ１号線 南青葉台３９６９－５７ 南青葉台８５８－５２

61 　　イトーピア１号線 加賀田４９０－１ 大矢船北町２８０１－１８３

62 　　矢伏線 加賀田５７５－１ 加賀田２８１２

63 　　小塩南花台線 小塩町１２５－１ 南花台１丁目４４０－２５８

64 　　南花台１号線 南花台１丁目４４０－１１７ 南花台４丁目１９５８－２１３

65 　　南花台２号線 南花台１丁目３６３５－５１ 南花台４丁目１９５８－２０７

66 　　南花台３号線 南花台１丁目３７１１－７５ 日野１３７６－１

67 　　南花台１６号線 南花台４丁目１９５８－３２７ 南花台４丁目１９５８－２４５

68 　　南花台３４号線 南花台１丁目３７１１－１１０ 南花台１丁目３６３５－５７

69 　　南花台５３号線 南花台１丁目２１０８－６２ 南花台１丁目２１０８－９

70 　　千早口鳩原線 清水１７－１ 寺元６７７

71 　　流谷線 天見１６７５－３ 流谷３６３

72 　　島の谷線 天見１５０７－１ 天見８２６－１

73 　　日野加賀田線 日野１３７５－３ 加賀田３３８７
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図－３ 住宅の耐震化率の推計方法 

 

平成２７・３７年度末の耐震化率は自然更新による耐震化率の推計値      

 

 

 

 

 

  

   推計の手順 

   ステップ１：【将来の住宅総数を推計】 

         河内長野市統計書における人口、世帯数等の推移により、将来の住宅総数を推計 

   ステップ２：【旧耐震基準の住宅数の将来推計】 

         昭和 63 年以降の住宅・土地統計調査における年代別住宅数の推移により、旧耐震基 

準（※１）の住宅数を推計 

   ステップ３：【新耐震基準の住宅数の将来推計】 

         ステップ１で求めた住宅総数からステップ２で求めた旧耐震基準の住宅数を差し引く 

ことにより、新耐震基準の住宅数を推計 

   ステップ４：【旧耐震基準の住宅数の内、耐震性を満たす住宅の推計】 

          ステップ２で求めた旧耐震基準の住宅に耐震診断により、耐震性を満たすと推計され 

る住宅割合（※２）を掛け耐震性を満たす住宅数を推計。また、住宅・土地統計調査 

から耐震改修により耐震化が図られていると予想される住宅数を推計 

    ステップ５：【耐震化率の推計】 

          次の式により、将来の耐震化率を推計 

         （ステップ３＋ステップ４の推計値）／ステップ１の推計値 

 

 

     

 

※１ 昭和５６年に建築基準法の耐震関係規定が見直しされたため、旧耐震基準と新耐震基準の区分は昭和 

５６年以前と昭和５７年以降で分けることが必要ですが、根拠としている住宅・土地統計調査は、昭和

５５年と昭和５６年で分かれているため、住宅にあたっては便宜上この区分を採用する。 

※２ 大阪府住宅・建築物耐震１０ヵ年戦略プランで採用している数値（木造住宅９％、共同住宅等４２％）  

平成 27 末                               平成 37 末 

年度 

自然更新ベース 

目標ベース 現状 

81.7％

目標 

95％ 

86.2％ 

本計画の実施

による効果 

（昭和６３年～平成２５

年度の耐震化率） 

・ 木造戸建住宅 

・ 共同住宅等 

（平成２７年度末の

耐震化率） 

・ 木造戸建住宅 

・ 共同住宅等 

（平成３７年度末

の耐震化率） 

・ 木造戸建住宅 

・ 共同住宅等 

耐震化率の目標 

９５％ 

 

耐震化率％ 
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図－４ 特定既存耐震不適格建築物（民間）の耐震化率の推計方法 

 

 

 

 

 

 

 

   推計の手順 

 

   ステップ１：【将来の建築物総数を推計】 

         国の推計値により、将来の建築物総数を推計（平成２７年度末の建築物数×国の推計 

値 ※１） 

   ステップ２：【旧耐震基準の建築物数の将来推計】 

         国の推計値により、旧耐震基準の建築物数を推計 

         （旧耐震基準の建築物数－旧耐震基準の建築物数×国の推計値 ※２） 

   ステップ３：【新耐震基準の建築物数の将来推計】 

         ステップ１で求めた建築物総数からステップ２で求めた旧耐震基準の建築物数を差し 

         引くことにより、新耐震基準の建築物数を推計 

   ステップ４：【耐震化率の推計】 

          次の式により、将来の耐震化率を推計 

          ステップ３の推計値／ステップ１の推計値 

 

          

           

 

※１ 平成２７年度末の特定既存耐震不適格建築物（民間）数は、国の推計によると平成１６年 3 月～２８年

3 月に１．１１倍に増加すると推計していることから、期間を平成２０年 3 月～２８年 3 月に換算し

て１．０７倍に増加すると推計する。 

※２ 国の推計によると、昭和５６年以前の建築物は平成１６年 3 月～２８年 3 月に１０．５％滅失すると

推計していることから、期間を平成２０年 3 月～２８年 3 月に換算して７％滅失すると推計する。 

     

平成 27 末             平成 32 末 

年度 

自然更新ベース 

目標ベース 
現状 

88.6％ 

目標

95％

89.5％

本計画の実施に 

よる効果 

耐震化率％ 

（平成２７年度末の耐震化率） 

府提供のデータ等から平成２

７年度末の耐震化率を推計 

（平成３２年度末の耐震化率）

自然更新による耐震化率の

推計値 

（平成３２年度末の耐震化率）

９５％ 
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関係法令 

建築物の耐震改修の促進に関する法律（平成 7 年 10 月 27 日法律第 123 号） 

最終改正：平成 26 年 6 月 4 日法律第 54 号 

第一章 総則 

（目的） 

第一条 この法律は、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護するた

め、建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地震に対する安全性の向上

を図り、もって公共の福祉の確保に資することを目的とする。 

（定義） 

第二条 この法律において「耐震診断」とは、地震に対する安全性を評価することをいう。 

２ この法律において「耐震改修」とは、地震に対する安全性の向上を目的として、増築、改築、修繕、

模様替若しくは一部の除却又は敷地の整備をすることをいう。 

３ この法律において「所管行政庁」とは、建築主事を置く市町村又は特別区の区域については当該市

町村又は特別区の長をいい、その他の市町村又は特別区の区域については都道府県知事をいう。ただ

し、建築基準法（昭和二十五年法律第二百一号）第九十七条の二第一項又は第九十七条の三第一項 の

規定により建築主事を置く市町村又は特別区の区域内の政令で定める建築物については、都道府県

知事とする。 

（国、地方公共団体及び国民の努力義務） 

第三条 国は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に資する技術に関する研究開発を促進するため、

当該技術に関する情報の収集及び提供その他必要な措置を講ずるよう努めるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るため、資金の融通又はあっ

せん、資料の提供その他の措置を講ずるよう努めるものとする。 

３ 国及び地方公共団体は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する国民の理解と協力を得る

ため、建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に努めるものとする。 

４ 国民は、建築物の地震に対する安全性を確保するとともに、その向上を図るよう努めるものとす

る。 

 

第二章 基本方針及び都道府県耐震改修促進計画等 

（基本方針） 

第四条 国土交通大臣は、建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための基本的な方針（以下「基

本方針」という。）を定めなければならない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関する基本的な事項 

二 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標の設定に関する事項 

三 建築物の耐震診断及び耐震改修の実施について技術上の指針となるべき事項 

四 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する基本的な事項 

五 次条第一項に規定する都道府県耐震改修促進計画の策定に関する基本的な事項その他建築物の

耐震診断及び耐震改修の促進に関する重要事項 

３ 国土交通大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければ

ならない。 

（都道府県耐震改修促進計画） 

第五条 都道府県は、基本方針に基づき、当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の

促進を図るための計画（以下「都道府県耐震改修促進計画」という。）を定めるものとする。 
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２ 都道府県耐震改修促進計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

二 当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

四 建築基準法第十条第一項 から第三項 までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震に対

する安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との連携に関す

る事項 

五 その他当該都道府県の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 都道府県は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項を記

載することができる。 

一 病院、官公署その他大規模な地震が発生した場合においてその利用を確保することが公益上必

要な建築物で政令で定めるものであって、既存耐震不適格建築物（地震に対する安全性に係る建築

基準法又はこれに基づく命令若しくは条例の規定（以下「耐震関係規定」という。）に適合しない

建築物で同法第三条第二項 の規定の適用を受けているものをいう。以下同じ。）であるもの（その

地震に対する安全性が明らかでないものとして政令で定める建築物（以下「耐震不明建築物」とい

う。）に限る。）について、耐震診断を行わせ、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる

場合 当該建築物に関する事項及び当該建築物に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項 

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（相当数の建築物が集合し、

又は集合することが確実と見込まれる地域を通過する道路その他国土交通省令で定める道路（以下

「建築物集合地域通過道路等」という。）に限る。）の通行を妨げ、市町村の区域を越える相当多数

の者の円滑な避難を困難とすることを防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐

震不適格建築物（地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路の通行を妨げ、多数の

者の円滑な避難を困難とするおそれがあるものとして政令で定める建築物（第十四条第三号におい

て「通行障害建築物」という。）であって既存耐震不適格建築物であるものをいう。以下同じ。）に

ついて、耐震診断を行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認めら

れる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項及び当該通行障

害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限る。）に係る耐震診断の結果の報告の期

限に関する事項 

三 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過道路

等を除く。）の通行を妨げ、市町村の区域を越える相当多数の者の円滑な避難を困難とすることを

防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接す

る道路に関する事項 

四 特定優良賃貸住宅の供給の促進に関する法律（平成五年法律第五十二号。以下「特定優良賃貸住

宅法」という。）第三条第四号 に規定する資格を有する入居者をその全部又は一部について確保す

ることができない特定優良賃貸住宅（特定優良賃貸住宅法第六条に規定する特定優良賃貸住宅をい

う。以下同じ。）を活用し、第十九条に規定する計画認定建築物である住宅の耐震改修の実施に伴

い仮住居を必要とする者（特定優良賃貸住宅法第三条第四号 に規定する資格を有する者を除く。

以下「特定入居者」という。）に対する仮住居を提供することが必要と認められる場合 特定優良

賃貸住宅の特定入居者に対する賃貸に関する事項 

五 前項第一号の目標を達成するため、当該都道府県の区域内において独立行政法人都市再生機構

（以下「機構」という。）又は地方住宅供給公社（以下「公社」という。）による建築物の耐震診断

及び耐震改修の実施が必要と認められる場合 機構又は公社による建築物の耐震診断及び耐震改
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修の実施に関する事項 

４ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に前項第一号に定める事項を記載しようとするときは、

当該事項について、あらかじめ、当該建築物の所有者（所有者以外に権原に基づきその建築物を使用

する者があるときは、その者及び所有者）の意見を聴かなければならない。 

５ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画に第三項第五号に定める事項を記載しようとするときは、

当該事項について、あらかじめ、機構又は当該公社の同意を得なければならない。 

６ 都道府県は、都道府県耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表するとともに、当

該都道府県の区域内の市町村にその写しを送付しなければならない。 

７ 第三項から前項までの規定は、都道府県耐震改修促進計画の変更について準用する。 

（市町村耐震改修促進計画） 

第六条 市町村は、都道府県耐震改修促進計画に基づき、当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及

び耐震改修の促進を図るための計画（以下「市町村耐震改修促進計画」という。）を定めるよう努め

るものとする。 

２ 市町村耐震改修促進計画においては、おおむね次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の実施に関する目標 

二 当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策に関する事項 

三 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発及び知識の普及に関する事項 

四 建築基準法第十条第一項 から第三項までの規定による勧告又は命令その他建築物の地震に対す

る安全性を確保し、又はその向上を図るための措置の実施についての所管行政庁との連携に関する

事項 

五 その他当該市町村の区域内の建築物の耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

３ 市町村は、次の各号に掲げる場合には、前項第二号に掲げる事項に、当該各号に定める事項を記載

することができる。 

一 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過道路

等に限る。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難とすることを

防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物について、耐震診断を

行わせ、又はその促進を図り、及び耐震改修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行

障害既存耐震不適格建築物の敷地に接する道路に関する事項及び当該通行障害既存耐震不適格建

築物（耐震不明建築物であるものに限る。）に係る耐震診断の結果の報告の期限に関する事項 

二 建築物が地震によって倒壊した場合においてその敷地に接する道路（建築物集合地域通過道路

等を除く。）の通行を妨げ、当該市町村の区域における多数の者の円滑な避難を困難とすることを

防止するため、当該道路にその敷地が接する通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改

修の促進を図ることが必要と認められる場合 当該通行障害既存耐震不適格建築物の敷地に接す

る道路に関する事項 

４ 市町村は、市町村耐震改修促進計画を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 前二項の規定は、市町村耐震改修促進計画の変更について準用する。 
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第三章 建築物の所有者が講ずべき措置 

（要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震診断の義務） 

第七条 次に掲げる建築物（以下「要安全確認計画記載建築物」という。）の所有者は、当該要安全確

認計画記載建築物について、国土交通省令で定めるところにより、耐震診断を行い、その結果を、次

の各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める期限までに所管行政庁に報告しな

ければならない。 

一 第五条第三項第一号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された建築物 同号の規定

により都道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

二 その敷地が第五条第三項第二号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載された道路に接

する通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限る。） 同号の規定により都

道府県耐震改修促進計画に記載された期限 

三 その敷地が前条第三項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路に接する

通行障害既存耐震不適格建築物（耐震不明建築物であるものに限り、前号に掲げる建築物であるも

のを除く。） 同項第一号の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された期限 

（要安全確認計画記載建築物に係る報告命令等） 

第八条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の所有者が前条の規定による報告をせず、又は虚

偽の報告をしたときは、当該所有者に対し、相当の期限を定めて、その報告を行い、又はその報告の

内容を是正すべきことを命ずることができる。 

２ 所管行政庁は、前項の規定による命令をしたときは、国土交通省令で定めるところにより、その旨

を公表しなければならない。 

３ 所管行政庁は、第一項の規定により報告を命じようとする場合において、過失がなくて当該報告

を命ずべき者を確知することができず、かつ、これを放置することが著しく公益に反すると認められ

るときは、その者の負担において、耐震診断を自ら行い、又はその命じた者若しくは委任した者に行

わせることができる。この場合においては、相当の期限を定めて、当該報告をすべき旨及びその期限

までに当該報告をしないときは、所管行政庁又はその命じた者若しくは委任した者が耐震診断を行

うべき旨を、あらかじめ、公告しなければならない。 

（耐震診断の結果の公表） 

第九条 所管行政庁は、第七条の規定による報告を受けたときは、国土交通省令で定めるところによ

り、当該報告の内容を公表しなければならない。前条第三項の規定により耐震診断を行い、又は行わ

せたときも、同様とする。 

（通行障害既存耐震不適格建築物の耐震診断に要する費用の負担） 

第十条 都道府県は、第七条第二号に掲げる建築物の所有者から申請があったときは、国土交通省令

で定めるところにより、同条の規定により行われた耐震診断の実施に要する費用を負担しなければ

ならない。 

２ 市町村は、第七条第三号に掲げる建築物の所有者から申請があったときは、国土交通省令で定め

るところにより、同条の規定により行われた耐震診断の実施に要する費用を負担しなければならな

い。 

（要安全確認計画記載建築物の所有者の耐震改修の努力） 

第十一条 要安全確認計画記載建築物の所有者は、耐震診断の結果、地震に対する安全性の向上を図

る必要があると認められるときは、当該要安全確認計画記載建築物について耐震改修を行うよう努

めなければならない。 

（要安全確認計画記載建築物の耐震改修に係る指導及び助言並びに指示等） 

第十二条 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物の耐震改修の適確な実施を確保するため必要が
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あると認めるときは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、基本方針のうち第四条第二項第三

号の技術上の指針となるべき事項（以下「技術指針事項」という。）を勘案して、要安全確認計画記

載建築物の耐震改修について必要な指導及び助言をすることができる。 

２ 所管行政庁は、要安全確認計画記載建築物について必要な耐震改修が行われていないと認めると

きは、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案して、必要な指示をすること

ができる。 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた要安全確認計画記載建築物の所有者が、正当な理

由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

（要安全確認計画記載建築物に係る報告、検査等） 

第十三条 所管行政庁は、第八条第一項並びに前条第二項及び第三項の規定の施行に必要な限度にお

いて、政令で定めるところにより、要安全確認計画記載建築物の所有者に対し、要安全確認計画記載

建築物の地震に対する安全性に係る事項（第七条の規定による報告の対象となる事項を除く。）に関

し報告させ、又はその職員に、要安全確認計画記載建築物、要安全確認計画記載建築物の敷地若しく

は要安全確認計画記載建築物の工事現場に立ち入り、要安全確認計画記載建築物、要安全確認計画記

載建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。ただし、住居

に立ち入る場合においては、あらかじめ、その居住者の承諾を得なければならない。 

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、関係者に提示しなけ

ればならない。 

３ 第一項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解釈してはならない。 

（特定既存耐震不適格建築物の所有者の努力） 

第十四条 次に掲げる建築物であって既存耐震不適格建築物であるもの（要安全確認計画記載建築物

であるものを除く。以下「特定既存耐震不適格建築物」という。）の所有者は、当該特定既存耐震不

適格建築物について耐震診断を行い、その結果、地震に対する安全性の向上を図る必要があると認め

られるときは、当該特定既存耐震不適格建築物について耐震改修を行うよう努めなければならない。 

一 学校、体育館、病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店、事務所、老人ホームその他多数

の者が利用する建築物で政令で定めるものであって政令で定める規模以上のもの 

二 火薬類、石油類その他政令で定める危険物であって政令で定める数量以上のものの貯蔵場又は

処理場の用途に供する建築物 

三 その敷地が第五条第三項第二号若しくは第三号の規定により都道府県耐震改修促進計画に記載

された道路又は第六条第三項の規定により市町村耐震改修促進計画に記載された道路に接する通

行障害建築物 

（特定既存耐震不適格建築物に係る指導及び助言並びに指示等） 

第十五条 所管行政庁は、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保す

るため必要があると認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案

して、特定既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をすること

ができる。 

２ 所管行政庁は、次に掲げる特定既存耐震不適格建築物（第一号から第三号までに掲げる特定既存

耐震不適格建築物にあっては、地震に対する安全性の向上を図ることが特に必要なものとして政令

で定めるものであって政令で定める規模以上のものに限る。）について必要な耐震診断又は耐震改修

が行われていないと認めるときは、特定既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案

して、必要な指示をすることができる。 

一 病院、劇場、観覧場、集会場、展示場、百貨店その他不特定かつ多数の者が利用する特定既存耐

震不適格建築物 
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二 小学校、老人ホームその他地震の際の避難確保上特に配慮を要する者が主として利用する特定

既存耐震不適格建築物 

三 前条第二号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

四 前条第三号に掲げる建築物である特定既存耐震不適格建築物 

３ 所管行政庁は、前項の規定による指示を受けた特定既存耐震不適格建築物の所有者が、正当な理

由がなく、その指示に従わなかったときは、その旨を公表することができる。 

４ 所管行政庁は、前二項の規定の施行に必要な限度において、政令で定めるところにより、特定既存

耐震不適格建築物の所有者に対し、特定既存耐震不適格建築物の地震に対する安全性に係る事項に

関し報告させ、又はその職員に、特定既存耐震不適格建築物、特定既存耐震不適格建築物の敷地若し

くは特定既存耐震不適格建築物の工事現場に立ち入り、特定既存耐震不適格建築物、特定既存耐震不

適格建築物の敷地、建築設備、建築材料、書類その他の物件を検査させることができる。 

５ 第十三条第一項ただし書、第二項及び第三項の規定は、前項の規定による立入検査について準用

する。 

（一定の既存耐震不適格建築物の所有者の努力等） 

第十六条 要安全確認計画記載建築物及び特定既存耐震不適格建築物以外の既存耐震不適格建築物の

所有者は、当該既存耐震不適格建築物について耐震診断を行い、必要に応じ、当該既存耐震不適格建

築物について耐震改修を行うよう努めなければならない。 

２ 所管行政庁は、前項の既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修の適確な実施を確保するた

め必要があると認めるときは、当該既存耐震不適格建築物の所有者に対し、技術指針事項を勘案し

て、当該既存耐震不適格建築物の耐震診断及び耐震改修について必要な指導及び助言をすることが

できる。 

 

  



 

66 

 

建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）（抜粋） 

（保安上危険な建築物等に対する措置）  

第十条 特定行政庁は、第六条第一項第一号に掲げる建築物その他政令で定める建築物の敷地、構造

又は建築設備（いずれも第三条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若しくは

条例の規定の適用を受けないものに限る。）について、損傷、腐食その他の劣化が進み、そのまま

放置すれば著しく保安上危険となり、又は著しく衛生上有害となるおそれがあると認める場合に

おいては、当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付け

て、当該建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用中止、使用制限その他保安上又は

衛生上必要な措置をとることを勧告することができる。 

２ 特定行政庁は、前項の勧告を受けた者が正当な理由がなくてその勧告に係る措置をとらなかつ

た場合において、特に必要があると認めるときは、その者に対し、相当の猶予期限を付けて、その

勧告に係る措置をとることを命ずることができる。 

３ 前項の規定による場合のほか、特定行政庁は、建築物の敷地、構造又は建築設備（いずれも第三

条第二項の規定により第二章の規定又はこれに基づく命令若しくは条例の規定の適用を受けない

ものに限る。）が著しく保安上危険であり、又は著しく衛生上有害であると認める場合においては、

当該建築物又はその敷地の所有者、管理者又は占有者に対して、相当の猶予期限を付けて、当該

建築物の除却、移転、改築、増築、修繕、模様替、使用禁止、使用制限その他保安上又は衛生上必

要な措置をとることを命ずることができる。 

４ 第九条第二項から第九項まで及び第十一項から第十五項までの規定は、前二項の場合に準用す

る。 

 

 

建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338 号）（抜粋）  

（勧告の対象となる建築物） 

第十四条の二 法第十条第一項の政令で定める建築物は、事務所その他これに類する用途に供する建

築物（法第六条第一項第一号に掲げる建築物を除く。）のうち、次の各号のいずれにも該当するも

のとする。 

一 階数が五以上である建築物 

二 延べ面積が千平方メートルを超える建築物 

 


